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都道府県労働局への情報提供について 

 

 

今般、別添１のとおり会計検査院長から厚生労働大臣あて「地方厚生局等が保有

している診療報酬返還情報等を活用した労災診療費の支払に係る事後確認について」

（平成２４年１０月５日付け２４検第５８２号）が発出されたところである。 

これは、労災診療費の支払いのより一層の適正化を図る観点から、①都道府県労

働局が地方厚生(支)局及び都府県事務所（以下「地方厚生局等」という。）から診

療報酬返還情報等の提供を受けられる体制を整備すること及び②都道府県労働局に

対して、地方厚生局等から得られた診療報酬返還情報等を活用して労災診療費の支

払いに係る事後確認を行うように指導することについて、改善の処置を要求するも

のであるところ、当該要求を踏まえ、平成２５年４月８日より下記のとおり取扱う

こととしたので通知する。 

なお、下記１の情報の提供については、公益と個人情報を保護する利益とを比較

衡量し、行政庁において判断したものであり、行政機関の保有する個人情報の保護

に関する法律（平成１５年法律第５８号）に照らし特段の問題はないことを総務省

に確認済であることを念のため申し添える。 

また、情報提供の開始に先立ち、その具体的な時期や頻度、その内容等につい

て、おって都道府県労働局から地方厚生局等に協議がなされるので、その際には、

鋭意対応されたい。 

なお、本件に関して、労働基準局と協議済であり、労働基準局労災補償部長及び

同補償課長から別添２及び別添３のとおり発出されているので御了知願いたい。 

 

記 

 

１ 地方厚生局等から都道府県労働局に提供する情報等 

(１) 個別指導及び適時調査の結果に関する情報 

① 地方厚生局等は、保険医療機関等に対する次のア及びイの個別指導、適時

調査の結果を被指導（調査）保険医療機関等へ通知したとき、もしくは監査



後の措置を被監査保険医療機関等へ通知したときは、当該通知（通知に添付

される指摘事項・返還項目等を含む。）の写しを随時、紙媒体により都道府

県労働局へ提供すること。 

ア 個別指導 

ａ 地方厚生(支)局長が通知して実施する個別指導（新規指定保険医療機

関を対象として実施したものを除く。） 

ｂ 小職が通知して実施する特定共同指導及び共同指導 

イ 地方厚生(支)局長が通知して実施する適時調査 

② 地方厚生局等は、対応可能な場合は、都道府県労働局と調整の上、上記ア

の一部を次のとおり改めるよう努めること。 

ア 情報提供の対象を、全ての「保険医療機関等」から「労災指定医療機

関、労災病院及び労災指定薬局」（以下「労災指定医療機関等」とい

う。）に限定すること。 

イ 情報提供の対象から、返還項目のないものを除外すること。 

ウ 「紙媒体」に代えて「電子媒体」（ＰＤＦ）により提供すること。な

お、ＷＯＲＤ等による提供は行わないこと。 

 

(２) 保険医療機関等の施設基準に関する情報 

① 地方厚生局等は、保険医療機関等からなされた施設基準の届出を受理した

ときは、その届出内容に関する情報を、おおむね月１回、紙媒体により都道

府県労働局へ提供すること。これは、医療機関等の事務負担を軽減する等の

観点から、労災指定医療機関等が都道府県労働局へ施設基準に関し行う届出

が廃止されることとされたことに伴い、情報提供を実施するものであるの

で、個々の保険医療機関等に関する各施設基準の届出、取下げ等の状況が確

認できるものとする必要があること。 

なお、当該情報（個々の保険医療機関等に関する各施設基準の届出、取下

げ等状況が確認できるものに限る。）を地方厚生(支)局ホームページに掲載

しており、都道府県労働局においてホームページから容易に情報を入手でき

る場合は、都道府県労働局にその旨連絡し、情報提供を行わないこととして

も差し支えないこと。 

② 地方厚生局等は、対応可能な場合は、都道府県労働局と調整の上、上記①

の一部を次のとおり改めても差し支えないこと。 

ア 情報提供の対象を、全ての「保険医療機関等」から「労災指定医療機関

等」に限定すること。 

イ 「紙媒体」に代えてＥＸＣＥＬ、ＰＤＦ等の「電子媒体」により提供す

ること。 

 

２ 都道府県労働局から地方厚生局等に提供される情報等 

(１) 上記１の情報提供の実施に当たり、都道府県労働局から地方厚生局等に、労

災指定医療機関等のリストが四半期に１回程度、原則として、電子媒体により



提供されること。 

(２) 地方厚生局等は、上記(１)の情報を必要としない場合は、都道府県労働局に

申し出て、情報提供を受けないこととしても差し支えないこと。 

 

３ 都道府県労働局における提供情報の取扱い 

地方厚生局等から都道府県労働局に提供する上記１の情報は、機密性の高い情

報であり、特定の保険医療機関等について個別指導等を実施したことを含め、公

にしていないものであるところ、都道府県労働局においては、当該情報の取扱い

には万全を期すよう周知していること。 
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